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聖マリアンナ医科大学予防医学教室  

教 授  

吉 田 勝 美   



地域職域連携支援検討会  

聖マリアンナ医科大学   

予防医学教室  

吉田勝美  

基本的な考え方  

・地域保健、職域保健では目的が一致してい   
るわけではないが、提供している保健サービ   
スには共通したものがある。  

・小規模事業所における産業保健サービスの   

提供に大きな問題がある。  

・地域・職域保健で蓄積した方策を互いに提供   

し合い、連携した対策を講じる必要がある。  

一1－   



．
 
・
l
 
一
．
－
 
 
（
 
－
■
．
．
・
・
．
、
1
 
 
●
 
一
1
．
 
 
 

協議会の目的  

・二次医療圏固有の健康課題   

の特定  

・健康課題の解決に必要な事   
業の計画・実施・評価  

・二次医療圏の特性を考慮す   
る  

・健康課題の明確化  

・目標、実施方針を協議  

・関係団体の連絡調整  

・教材や社会資源の共有  

・二次医療圏の協議会の   

上部団体に対する啓発  

・二次医療圏の事業の収   

集  

・ニ次医療圏の調整  

健康課題の解決  

・問題点を明確にする   

－ワーキンググループによる現状分析、実施計画  

の企画立案、運営、評価  

・新たな保健事業の創出   

－アイデアを発想、連携事業リストアップ   

一連携内容の具体化  
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協議会のメンバー  

・二次医療圏協議会   

一地域の関係団体、関係機関を含める  

・地域医師会、医療機関、健診機関、市町村、保健所、  

社会保険事務所、地域産業保健センター、健康保持  

増進サービス機関、労働基準監督署、協同組合、事  

業所、商工会議所、健保組合   

一住民代表・就業者代表  

・都道府県協議会   

一上部団体  

－3－   



現状分析  

・健診実施状況・健診結果の動向  

・事後指導実施状況  

・生活習慣状況  

・保健事業に関するニーズ分析  

・健康づくりのための社会資源  

・保健事業担当者の配置状況  

連携事業のリストアップ  

・住民就業者に主体的な   

健康行動につながる事   

業  

・既存の保健事業を寄せ   

集めるのではない  

・情報交換の活性化  

・違った観点での連携事   

業の開発  

・実現可能性が高い  

・効果が期待できる  

・健康増進計画の目標と   

合致  

・社会資源を活用できる  
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事業例  

健康づくり  地域でめ機運向上  

・出前健康講座  

・働き盛り健康講座  

・出前元気な職場づくり   

の実践  

・たばこ、騒音対策、腰   
痛予防、飲酒について   
の指導   

・地域職域連携推進フォーラ   

ム  

・簡易チェックと健康日本21   

推進フォーラム  

・産業まつり健康相談コー   

ナー   

二次医療圏協議会の運営  

・2次医療圏の健康課題を踏まえる。   

・構成メンバーが、どのような役割を担うのか、どのような協   
働を行えばメリットがあるのかについて、健康課題の解決方   
策と関連つけて説明する資料を作成することが必要である。   

・各関係機関・関係団体が担う役割については、現在行ってい   
る事業や活動に1つ加える程度で、地域の健康つ＜りにつな   
がることが見えるような資料とすることが適当である。   

・職域側との連携に当たっては、労働基準監督署、商工会、商   
工会議所、労働基準協会、地域産業保健センター、社会保険   
健康事業財団等と十分な相談、連絡、調整を行うことにより、   
情報の適切な発信や地域の健康課題が明確化できるなど、具   
体的な連携事業の実施につなげることができる。  

10  
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評価事業  

・事業の良し悪しを判断するものではない  

・本来の目的は、改善案の作成   

一連携事業の変更   

一予算の獲得   

一目標の変更   

t構成員の拡大   

－ワーキンググループの機能拡大  
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連携事業の推進要因  

・関係者の共通認識と課題の 選択  

・地域保健医療計画の記載  

・地域保健資源の発掘  

・キーパーソンの確保  

・連携事業に必要となる人材の確保  

・連携事業の拡大  

連携事業の阻害要因  

・法規上の制限  

・予算上の制限  

・人的資源の制限  

・時間帯の相違  

・共通情報の欠如  

・関係者の温度差  

・異なる保険制度  

・個人情報保護  
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どう始めるか？  

・関係者と連絡する  

・保健事業の実施状況を把握する  

・関係者と協議の場を設営する  

・情報の交換から、新たな保健事業の創設  

キーパーソン？  

・職種は限定する必要なし  

・地域職域保健事業に理解がある  

・学識経験者、地域産業保健センター長  
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協議会の運営のポイント？  

・情報の発信を継続すること  

・段階的に構築すること  

・評価事業を通して展開を図ること  

・地域診断（地域保健医療の現状分析）  

連携事業の企画  

・関係者のワークショップによる   

一単なる情報の共有だけではない  

・新たな保健事業の創設   

一対象者の拡大   

一保健事業の質の拡大   

一利便性の確保  
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情報を収集するには  
・数量的データ  

1．健康日本21の策定時、中間評価の資料  

2．保険者協議会の医療責関係の分析資料  

3．社会保険健康づくり事業団からの県別情報を活用  

4．健診機関の年報などの活用  

5．委員が持っている情報を公開してもらう  

6．新たにアンケートを行う  

・質的データなど  

1．各機関が行っている健診、説明会、総会、講演会   
などの事業内容（事業カレンダーを作る）  

2．業種組合や衛生管理者などの集まりが持っている2。   
実際に即した情報を聞き取る  
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構造評価、プロセス評価はできる  

・「地域・職域連携推進事業ガイドライン」の  

『連携事業実施体制の評価』、『連携事業   
実施前のプロセス評価』を参考にする。  

・チェックリストとして、活用し、事業の不足   
や改善点を補う。  
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まとめ  

・多様な地域職域保健に応えるためには、協   

議会の運営による既存の保健事業から新た   

な保健事業を創成することが望まれる。  

・関係者との協働による保健事業の企画立案、   

運営、評価が望まれる。  

・協議会の適正な運営を行うためには、ワーキ   

ンググループの活用が望まれる。   



労働行政からみた地域・職域連携推進  

協議会 について  

厚生労働省労働基準局安全衛生部  

中央労働衛生専門官  

一 戸 和 成   



労働行政からみた  

地域・職域連携について  

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課  

中央労働衛生専門官  

一 戸 和 成  

労働行政に携わる人間が持つ一般的な疑問  

・地域・職域連携ってなんだろう？  

・地域・職域連携の具体的な事業は何？  

・地域・職域連携協議会に参加して何をするの？  

・地域・職域連携協議会の活動で何がよくなるの？  

・仕事がいっぱい押しつけられるんじやないの？  
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解決策  

①お互いの行政の仕組みを理解すること。  

② お互いに共有できる事業を地域と職域   

が協力して行うこと。  

③都道府県と都道府県労働局の連携を   
強くすること。  

④行政組織以外の接点を持つこと。  
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勤務形態（％）  

事業所規模   産業医を選任  
している（％）  常 勤   非常勤   

1．000人以上   99．8   52．3   47．7   

500・－ 999人   99．1   9．1   90．9   

300・－ 一郎柑人   94．9   5．3   94．7   

100・－ 299人   88．6   1．4   98．6   

50－ 99人   ¢3．7   1．5   98．5   
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継親撰事業場例規状  

「小規模事業場における健康確保方策  
の在り方に関する検討会」報告書よリ  

事業場規模が小さくなるに従い、健康診断の実施率が  

己下し、また定期健康診断における労働者の有所見率  

向にある。  

表1．一般健康診断の実施状況及び有所見率（％）  

模（人）  実施率（％）  有所見峯（％）   

（10）～49   85．5   52．3   

50  ～299   100．0   48．4   

300 ～999   100．0   44．5  

1000～   100．0  41．4  
合計  87．1  46．7   

事業場規模別にみた矧動衛生の現状   

中～大規模事業場  

（50人以上）  

産業医  選任義務あり  

労働衛生 安全管理者  

管理体制 衛生管理者  

総括安全衛生管理者  

健康診断 実施義務あり  

報告義務あり  

実施率、受診率は高い  

小規模事業場   

（50人未満）  

選任義務なし  

安全衛生推進者  

衛生推進者  

実施義務あり  

報告義務なし  

実施率、受診率は低め  

有所見率は比較的高い  

実施状況は低調傾向  事後措置 実施状況は比較的よい  

－17－   



唱瑚‥．；喜吋 0 0  ［ヨ■ほ岳岳  

労働安全衛生規則需仙桑   （※施行はH20・4・1）  

1 既往歴及び業務歴の調査   

2 自覚症状及び他覚症状の有無の検査   

3 身長、体重、腹囲L視力及び聴力の検査   
4 胸部エックス線検査及び喀痍検査   

5 血圧の測定   

6 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）   

7 貧血検査（血色素量、赤血球数）   
8 肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP）   
9 血中脂質検査   

（⊥且」ヨとス三日二辿、＿＿＿HDLコレステロール、TG）  
10 血糖検査（ヘモグロビンAIcでも可）  
11心電図検査  
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に向けた  

○産業医に対して面接指導に関する研♯の実施。  

○地域産業保健センターにおいて小規模事業場に対して無料で面接指導を実施。  
○面接指斗マニュアルを産業医に提供。  

事業場（従業昌致50人以上）  妻托事業として実施して  
通常は、受託者の施設に  

開設（なお、駅前の区役  

所内に開設している例も ある 〕  

j、規模事業場（従業昌数50人未満）  

労 働 者  労 働 者  

○小規模事欄闇に対し、遇   

2日程度  
・健牒相談、メンタルヘル   

ス相談含む）窓口開催  

・事業場への訪問指鵡   
を実施   

つ拡充センター（日面所）   

においては、  

・夜間、休日も相談対応  
・メンタルヘルス相談窓口   
の回数の増  

・事業場への訪問指導の回   
数の土管  

面接指導の実施  
面接指導の実施  

地域産業保健センター  
（全国347箇所）  産 業 医  

登謁医（全国的3万人）  

面接指導マニュアルの提供  

面接指導に関する研修の実施  

国（厚生労働省）  

センター及び都道府県産業保健推進センタ  

労働者健康福磯機構   

都道府県医師会  

壌産業保健センタ  
（郡市区医師会）  

都道府県  
葉保健推進センタ   

労災保険餞別会計  

的20億円  

健康相談窓口  
個別訪問産業保健指導  
産業保健情報提供  
広報、啓発  

健康診断機開等  

産業保健に関する専門的相談  
産業保健情報収集の提供等  
産業医等に対する研修及びその支援   

産業保健に閲す  
広報・啓発  産業医等  

産業保健関係者  

50人未満の事業場の事業主及びその労働  50人以上の事葉書の事業主及びその労働  
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地域・職域連携の問題点と  

地域産業保健センターの現状  

（地域・職域連携の問題）  

・地域側が労働側（事業所及び労働者）に対する   

アプローチのツールを持っていない。  

・地域と職域が連携する事業がない。  

（地域産業保健センターの現状）  

・地域産業保健センター事業が医師会にとって、   
大きな負担となっているところもあり。  

・今後、特定健診・特定保健指導およびメンタルヘ   
ルス対策など、職域のみで解決できない問題に   
ついて対応していく必要性に迫られている。  

－20－   



都道府県健康増進計画の改定における  

地域・職域連携推進協議会の役割  

厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室  

室長補佐  

石 塚 哲 朗   



都道府県健康増進計画の改定における  

地土或・職工或連携推進協議会の役割について  

厚生矧動省健康局総務課生活習慣病対策室  

健康日本21中間評価報告書  全般的な絆価   
健康日本21は．健康づくりに関する冬用指闇について数値目欄を設定し．国民が一体となった健康づくり運動を推進する手法を導入したことにより、国民の健康指  
標に関する各檀データの体系的・継続的なモニタリング、評価が可能となった。  
また、都道府県及び市町村においては、健康増通計画の策定が進んでおり、全ての都道府県で豹道府県計画が、約半数の市町村で市町村計画が策定されている。  
健康日本21の中間評価における中Ⅶ実績値からは、例えば、脳卒中、虚血性心疾患の年齢調整死亡率の改善傾向が見られるものの、高血圧、糖尿病の患者数は  

特に中高年男性では改善していない。また、肥満者の割合や日常生活lこおける歩数のように、健康日本21策定時のベースライン値より改善していない項目や、悪化  
している項∃が見られるなど、これまでの進捗状況は全体としては必ずしも十分ではない点が見られる。  

今後の方向性  分野別の取超  

・せ診蹟の業暮指導の充実  
イ食事′くランスガイド」の書及啓発や食檀撲整備の   

推】1  

・食雷と連動した濁民運動の椎遭  
・行政における管理業暮士の配覆などの体制整傭  
○ 身体活動・運動  
・健診護の運和指導の充実  
・「エクササイズガイド20ロ6」の普及啓発  

・健贋違和指導士専のt成の促遭  
・ウオーキングの書及など運動に親しむ環積の整備  

0 休養・こころのせ膚づくり   

・自殺対策の檜遺   
・自殺対策に関する研究の絶遭  

ポピュレーションアプローチ  
（健康づくりの国民運動化）  ○総花主義的でターゲットが不明確  

（丁稚に何を」が不明確）   

○白糠逢成に向けた効果的なプログラム   
やツールの霞蘭が不十分  

（⊃政府全体や産♯界を含めた亨土会全体   

としての取組が不十分  

○医覆保険者、市町村雫の関係者の  
役割分担が不明確  

（軌道府欄欄用用川ほ帽に目標価設定）   
→邪道府れ囁ホ増遭計画改定ガイドライン，軒遭府県  
健オ・莱暮凛董マニュアルに沿った計画の内容充実  

0新規日標項目の設蓬  

○効果的なプログラムやツールの書及啓発、定期的な  

る弛ホリックシン印－ムに着自した、運動習慣の定着、  
食生活の改善事に向けた書及啓発の廿底  
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ハイリスクアプローチ  
（効果的な健診・保健指導の実施）  ○ たばこ  

・新規喫煙者増加の防止  
・禁煙指導の充実  
・さらなる対策の充実  
○ アルコール  

・多1飲酒舌対策の充実  
・未成年の飲酒防止の徹底  

0 歯のせ魔  
・地積の実情に応じた幼児期及び掌暮期のう触予防  
○ ★屏病  
・メタポリッウシンドロームに着目した効果的な健衿・   
侵せ指導の実施  
・一次予鴎の充実  
・持孫ホ予防のための戦時研究の推遭  
○ 稚頭書頑  
・メタホリックシンドロームに着目した効果的なせ診・   
保健指導の実施  
・一次予朽の充実  
○ がん  
・がん痍診の推遭  

○医■保険者による40虞以上の被保険者・破扶1舌   
に対するメタポリツウシンドロームに着且した郎・保健   
指導の着実な実施（20∽年度より）  

○生活習Ⅷ痍予防のための附的な健診・保健指導プ   
ログラムの提示、定期的な見直し  

し雇叫  
○覆彙界の自主的取蛾との－■の連携  
0保應指導事業者のT及び1の確保  

人材育成（医療間保育の資質向上）  

○国、都道府県、医ホ朋係細体、医鮨険書団体等が   
遵捜した人材霊威のための研離雫の充実  

了ンス  

○保健師、管理業暮士事医環蘭保育の   
♯書の向上に関する取組が不十分  

○現状把攫、施策評価のための   
データの収井、整備が不十分  

○アウトカム評価を可能とするデータの杷鍾手法の泉直  
○国民償オ・業書評董の在り方の見直しの桟討  ・一次予防の充実  

・第3次対がん総合職鳴研究の推遭  
○都道属欄・市町村事のむ鶴牧況の定期的な杷檀  
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医療制度改革法の概要  

匿■餉虔改靂大■の暮★的な考え方  

①都道府県を通じた医療機関に関する情報の公表制虔の創設  
など情報攫供の推進  

②医療計画制度の見直し（がんや小児救急等の医療遵挟体制  
の構築、数値白襟の設定等）等  

③地域や診療科による医師不足間超への対応（♯遺府県医標  
対策協雄会の制度化等）  

＠医療安全の確保（医療安全支撞センターの制度化等）  

⑤医療従事者の背賞の向上（行政処分後の再教育の義務化等）  

⑥医療法人制度改革  等  

（り患者の視点に立った、安全・  
が受けられる体制の構築  
・医療情報の提供による適切な選択の支援  
・医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない   
医療の提供（医療計画の見直し等）  

・在宅医療の充実による患者の生活の井（00L）の   
向上  
・医師の偏在によるへき地車小児科等の医師不足  

・「内臓脂肪症侯群（メタポリツウシンドローム）」の概  
念を導入し、「予防」の1要性に対する理解の促  
進を図る四民運動をよ開  
・保険層の役割の明確化、櫨保険者・被扶養者に  
対する健診・保健指導を牡精付け  

一健康積遺計領の内容を充実し、；蔓勤、食生活．喫  
煙等に関する目標設定 等  ①医■責適正化の総合的な推進  

・医療士適正化計画の策定．保検書に対する一定の予防健診  
のも務付け  2．墓■暮i正他の鐘倉轍並  

（1）中長期対策として、医療暮適正化計画（5年計画）   
において、政策目標を掲げ、医療責を抑制（生活晋   
≠病の予防徹底、平均在院日蝕の短編）  

（2）公的保険給付の内容・範囲の見直し等（短期的対   
策）   

卿  
（り新たな高齢者医療制度の創設  

・保験給付の内容、範匪の見直し等   

一介護痍事型医療施設の廉止  

官新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療制度の制札  
前期ホ齢舌の医療十にかかる財政礪整）  

③♯道府県斗世の保険者の再編・統合（国保の財政基盤酎ヒ、  
政管健保の公法人化等） 琴  

医療制度改革における生活習慣病対策の推進について  

つ 近年、我が国では、中高年の男性を中心に、肥満者の割合が増加傾向にあるが、肥満者の多くが、糖尿病、高血圧  
症、高脂血症等の危険因子を棟数†拝せ持ち、危険因子が重なるほと心疾患や脳血管疾患を発症する危険が増大する。  

ゝ〕 このため、へ那岩音木型把胤こ■賀し／たJ巧凛脂肪症候芦 りタメリソフシノドロー－－⊥1 J：救急を鵡人）、国民の  

運動、栄養、喫煙面での健全な生講習用の形成に向け（「1に運動、2に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」）  
国民や関係者の「予防」の重要性に対する理解の促進を図る「健康づくりの国民運動化」を推進するとともに、必要  
度に応じた効果的な保健指導の徹底を図る「網羅的・体系的な保健サービス」を積極的に展開する。  

＜：具体的な取組＞   

健診・保健指導の重点化・効率化   

つl勺臓脂肪症候群で〝）該－11音・f備群に対する保健   
指導を徹底するた〆パ 効果的・効率的な旺診の実施   
くこよ・ノ、該’lて肴・♪備肝の確‘夫な紬f【ほ図るととも   
に、鯉診の料㌢架を踏まえ、保随指増の必要蝮に応じ   
た対象者の断屑化を図り、軸旅づけの友接を含ゎた   
㍉寅ザ㌣∵∴∵■ニ′∵，ムニ’ノ漂和一こを図る 

医療保険者による保健事妻の取組龍化   

ご 健診来・之診苫ソ）確美な把握、保旺指導の徹底、   
医療普通l「化効果までを含めたデータ〝）晶払と効果   
の評価といりた観点かL、医療保険音による保健小   

葉の収納強化を図る二   
→〔再机描＝∵凍出ふ帯十イ結二1′三 丁 ノ＿粧ナ  

粧拙作射引用HJ川畑  

都道府県の総合調整機能の発揮と都道府県健康措進計画の内容充葵   

○ 都道府県が総合調整機能を発揮し、明確な‖標朝小＼匪減保険考、車葉音、市町け等ク）役割分理を明確にL、   
二れらの閥休者の連携を 一明促進していくことが必安ニ  
ニのため、都道府県健康増進計画に一」いて、地域の笑梢を踏まえ、糖尿病等の有病者・予備群の減少率や櫓尻   

病等のr防に折1した健診・保鯉指導の実施率等の具体的な数値11僅を設定し、関係苫のハ体的な役割分担と連   
撲ノノ策を明ょするなと、その内零を克美させ，総合的な牛沼習慣痛打策の推進を図る 

て∃こ＝ゝ  

糖尿病等の有病者・予備群の減少 q の向上  
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生活習慣病対策の推進体制の構築  

匿♯保険者   

○健診・保健指導の  

都道府県  

○健康づくり施策の総合  実施（ハイリス  
アプローチ）  
・健診・保健指導  

的な企画と関係者間  
の協議調整  

の徹底  
実施結果に基づく  
データ管主里  

保梢■会  

地嶋・暮■1機推遭協■食  

○健康増進計画の内容   
充実（新しい健康増   
進計画）   

・目標値の設定   
・関係者の具体的な  
取組  
・評価  

（⊃健康づくりの普及   

啓発（ポピュレー   

ションアプローチ）  

○がん検診等の実施  
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○国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針  
（平成十五年厚生労働省告示第百九十五号）（改正後抜粋）  

第三 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定に関する基本的な事項  

＝ 計画策定に当たって留意すべき事項   

健康増進計画の策定に当たっては、次のような事項に留意する必要がある。  

1 都道府県は、市町村、医療保険者、学校保健関係書、産業保健関係看等の一体的な取組を推進する闘点から、  

健康増進計画の策定及びこれらの関係書の連携の強化について中心的な役割を粟たすこと。このため、都道府県  

は、都道府県単位で健康増進事業案㈱  

関係書の給害‖∬把の明確化や連横倍進のた別の方策につい て協議を行い、健康増進計画に  

反映させること。なお、都道府県が地1或・龍摘嘩都 道府県労働  

局に券m芥要請するなど．逓積芥関ること。  

第五 健康増進事業実晒菩間における連携及び協力に関する塁本的な事項  

各保健事業者が質の高い保健サービスを効果的かつ継続的に提供し、さらに、転居、転職、退帽等にも適切  

に対応し得るよう、保健事業の実f掛こ当たって、既存の組織の有効活用のほか、地上或・闘異推進協三雲会等が  

中仙となりト僻事業の実施等保隙事業蕎稗貫のミ垂‡舞〔∩脛ミ住斉田ることが必要である。  
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